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研究成果の概要（和文）：ドイツ法を比較対象としてＡＢＬにおける流動資産担保が債務者の危機時にどのよう
な効力を有するのかについて研究した結果として、わが国とは異なり、ドイツ法の下においては、流動資産担保
の効力は、その効力の内在的制約原理としての「通常の経営の範囲論」や「処分授権論」を伴う「時間的先後関
係」を決定基準とする優劣決定原則に従った「権利移転」構成から、債務者の倒産手続の開始によって、別除的
な満足を前提とした権利内容へと変容し、同時に管財人が関係当事者間における利益の最大化を担う役割を果た
していることが明らかになった。この成果は、わが国における流動資産担保の効力に関して大きな示唆を与える
ものといえる。

研究成果の概要（英文）：As an analysis of the global security of ABL under German law under the 
debtor's crisis, the legal effects of global security are based on the legal structure of the "
transfer of rights". And these security rights are dominated by the "temporal relation principle", 
also with "the scope of normal management" and the "theory of the disposal authority". But with the 
beginning of the bankruptcy proceedings, the rights to the current assets in ABL are converted into 
rights, which are accepted as exclusive satisfaction. At the same time, it was established that the 
bankruptcy administrator has the role of maximizing the interests of the persons involved. 
It can be said that this result give the suggestion about the effectiveness of current asset 
security in ABL of our country.

研究分野：民法、担保法
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) １９９０年度代前半のいわゆるバブル経
済の崩壊後の｢失われた２０年｣といわれる
経済状況の下において頻発した「貸し渋り」
減少を踏まえ、従来の不動産担保や経営者保
証に過度に依拠した融資手法から、融資先企
業の経営力･営業力に着目した融資手法への
転換が金融機関には求められていた。この状
況の下で、アメリカ合衆国における金融手法
であるＡＢＬ（アセットベースドレンディン
グ）の導入が提言され、これは不動産という
形では十分な資産を有さない中小企業や新
興企業向けの金融において積極的に導入さ
れていた。とりわけ、近年では、日本銀行に
よるいわゆる「異次元金融緩和」の一環とし
て、動産･債権担保融資としてＡＢＬを用い
ることが積極的に推進され、金融庁による金
融機関検査などの場面でも、ＡＢＬによる動
産･債権担保融資がいわゆる「正式担保」と
して承認されるなど、積極的な活用が図られ
ている。しかしながら、ＡＢＬにおいて用い
られている流動財産担保それ自体は従来か
らも民法学の領域において判例学説によっ
て承認されている集合動産譲渡担保や集合
債権譲渡担保という手法によるものであり、
その効力に関する議論の蓄積も進んでいる
ものの、明文の規定を欠くことからなお不明
な部分も多い。そのため、平成２２年の私法
学会ワークショップや平成２３年の金融法
学会シンポジウムなどで取り上げられるな
ど、現在も議論の蓄積が進んでいるところで
ある。またさらに、ＡＢＬの普及や活用を目
指すＡＢＬ協会の下にＡＢＬ法制研究会や
ＡＢＬ実務研究会が設けられ、法的問題点に
ついての議論も継続的に行われている。これ
ら先行研究では、ＡＢＬの母法である英米法
を中心に比較研究が行われている。しかし、
わが国は、いわゆる大陸法系に属するドイツ
法との類似性がきわめて強く、とりわけ物権
概念や物概念、さらにはＡＢＬにおいて用い
られている譲渡担保という手法はドイツ法
由来の法制度である。また、債務者危機時や
破綻時において適用される強制執行制度や
倒産法制度についても、近年英米法を参照し
て改正されることはあるものの、制度の基本
はなおドイツ法由来であり、この点において
も単に英米法由来である点からわが国にそ
のまま導入しようとしても体系的なコンフ
リクトを生じてしまい、担保制度として安定
的な運用に至らないのではないかと考えら
れる。 
 
(2) 他方で、ドイツ連邦共和国においても、
サブプライムショックやリーマンショック
を経て、従来型の融資・与信手法だけではな
く、英米の金融実務において広く用いられて
きたＡＢＬも導入されており（Handelsblatt 
v.25.6.2008）、またそれに適した担保手法と
して、動産や債権の譲渡担保などを基礎とし
た流動財産担保(Revolvierende Sicherheit)

も利用されてきている。そのような金融実務
の動きがより具体的に担保法制にどのよう
な影響を与えているのかを検討することは、
わが国にとってもきわめて重要であると思
われる。とりわけ、担保権がもっともその効
用を発揮する債務者の危機時ないしは破綻
時において、ドイツ法では近年、倒産処理に
おける清算重視から債務者の再生を視野に
入れた改正が志向されており、このような倒
産法制における動きと担保法制に関する状
況とを合わせて検討することは、ＡＢＬにお
ける流動財産担保を平時から危機時まで幅
広く安定的に運用する上で、大いに参考にな
るものと考えられる。 
 
(3) 以上のような客観的な学術的背景に加え
て、研究代表者の従来の研究分野ないし研究
領域という個人的な学術的背景としての集
合財産担保の領域における研究の蓄積が存
在する。すなわち、研究代表者は、集合動産
譲渡担保や集合債権譲渡担保を中心とした
集合財産担保に関して、すでに流動的な営業
資産を担保対象とする際においては本質的
に処分権能を重視する必要があることを「処
分型集合財産類型」として析出・指摘してき
たほか、平成２３年度から平成２５年度にか
けて科学研究費補助金基盤研究(Ｃ)として
「ＡＢＬにおける債務者の目的財産の処分
権能と担保権の効力の相克に関する研究」を
行い、平時から危機時に至る状況下において
債務者と担保権者との間での担保権の効力
についての帰趨について研究を蓄積してき
た。本研究は、以上のような客観的･個人的
な学術的背景を踏まえて、従来の研究テーマ
を債務者の再生局面に広げようとするもの
であった。 
 
２．研究の目的 
(1) １.において述べたような学術的な背景
の下で、本研究計画は、近年、中小企業金融
や農漁業金融の領域において普及しはじめ
たＡＢＬという融資手法において、その与信
担保のために用いられている流動財産担保
の効力を、債務者の経済的な危機状況におい
てどのように解することができるのかを検
討しようとするものである。とりわけ、債務
者の経営が順調に推移しているいわゆる平
時ではなく、その経営状態が悪化の兆しを見
せ始めるいわゆる危機時、さらに進んで債務
者が倒産状態に陥った際に、担保権者（与信
者）と競合する債権者や担保目的物に関して
権利を取得した第三者、さらに債務者の倒産
管財人や再生管財人などとの間での利害関
係をいかに解するのが妥当であるのかを検
討し、ＡＢＬに関わる担保制度の安定的な活
用に資することを目的とする。 
 
(2) そして、本研究計画は、申請者単独の研
究計画ではあるが、選択と集中によって限定
的ではあっても十分な深化をもった成果を



挙げることができるものと考えている。すな
わち、ＡＢＬをめぐる従来の議論は、その設
定の可否と、担保目的物に関する債務者の処
分権能の範囲をめぐるものであった。しかし、
本研究計画では、さらに進んで債務者の経営
危機時点や倒産状態を前提として、債務者の
経営の立直しや再生を行う局面において、関
係する利害関係者、すなわち担保権者、目的
物の第三取得者、債務者の一般債権者や重複
設定されている競合担保を有する債権者、さ
らに経営立直しや再生のために債務者に資
本投下しようとする融資者などのとの利害
調整という点に検討対象を絞り込んで行う。
もっとも、その検討に際しては、ＡＢＬがも
っぱら用いられている中小企業金融や農漁
業金融に関する経営学的･金融理論的知見と
英米法におけるＡＢＬの知見、さらにはわが
国の法体系への接合を念頭においたドイツ
およびＥＵ諸国におけるＡＢＬに関する民
法･倒産法制上の知見などの獲得を前提とす
るが、検討対象を上述の点に限定することに
よって、解釈論的整合性をもった結論を研究
期間内に得ることができるものと考えてい
る。 
 
(3) さらに、ＡＢＬに関する従来の研究はど
ちらかというと英米法を基礎として行われ
ることが多かったために、わが国法制度との
体系的な整合性という観点から見た場合に
は、十分検討し尽くされたとはいうことがで
きないように思われる。とりわけ、担保法制
という民法学の領域だけではなく、強制執行
制度や倒産法制という手続法の領域までを
対象として一体的に捉えた上で、ドイツ法を
参照して行う本研究計画によって目指され
る解釈論的成果は、体系的な整合性の観点か
らも十分意義のあるものと考えられる。とく
に、譲渡担保に関する議論については従来か
らドイツ法を参照したものが多く、また、経
営の立直しや再生手続を念頭に置いて、ドイ
ツ倒産法制との比較を行うことはＡＢＬに
よる流動財産担保の実効的な解釈論を構築
する上で一定の意義があるものと思われる。 
 とくに、ＡＢＬが平時において目的物の処
分権能を認めつつ、どのような要件の下でそ
の処分権能に制限をかけるのかという点に
ＡＢＬにおける流動財産担保の効力に関す
る議論の焦点がある。この点からは、ＡＢＬ
それ自体が一種のファイナンス･ストラクチ
ャーとして理解することができ、そうである
とすれば、そのＡＢＬで利用される流動財産
担保は、実際に行使されることを前提として
最大限その効力の及ぶ範囲を拡大しようと
するものとして理解されるべきであるのか
については、疑問の余地があると思われる。
本研究計画を実施することによって、ＡＢＬ
における流動財産担保の効力は従来の理解
とは異なるものとして把握される可能性が
あり、そのような新たな担保権像を前提とし
た解釈論的帰結を獲得することができるの

ではないかと思われる。 
 
３．研究の方法 
(1) 本研究計画は、ＡＢＬにおける流動財産
担保の効力を、債務者の経営立直しあるいは
債務者再生の局面において、関連する利害関
係者との間でどのように調整するのかを明
らかにすることを目的とする。この目的を達
成するため、第一に、経営学や金融理論的な
知見を踏まえて、債務者の経営立直しないし
は再生の時点でＡＢＬにとっての重要な要
素を確認し、第二に、わが国担保法への影響
の大きなドイツ法において流動財産担保が
債務者の経営立直しや再生の局面において
どのように取り扱われているのかを検討し、
最後に、得られた知見を総合して、ＡＢＬに
おける流動財産担保が債務者危機時点にお
いてどのような効力を有すべきであるのか
について、体系的･整合的な解釈論的帰結の
提示を図る。具体的には、判例･文献研究の
ほか、実務家へのインタビューや実務家によ
るレクチャー、さらに現地調査などを通じ、
より精密な認識の獲得を図るという方法も
併用することを企図していた。 
具体的には、以下の方法によって研究を実
施した。以下、研究実施年次ごとに記述する。 
 
(2) 平成２６年度においては、次の４点にわ
たって研究を実施した。 
 ①ＡＢＬに関するその実態と法的問題点
の把握については、ＡＢＬ協会の下において,
組織されたＡＢＬ法制研究会において金融
実務家などを含むメンバー間の質疑などを
通じてその把握に努めた。とりわけ、債務者
倒産時における米国、英国、フランスおよび
ドイツなどの状況についての知見を深める
ことに努めた。 
 ②また、ドイツ法の下において流動財産担
保(Revolvierende Sicherheit)がどのような
効力を有しているのかについて、ドイツ民法
およびドイツ倒産法制の下での議論を、判例
学説を素材として整理検討した。その際、と
りわけドイツ法の下において、集合動産譲渡
担保の設定方式やその効力の内容のほか、債
務者の倒産時における集合動産譲渡担保権
者の有する権利内容に焦点を合わせて検討
した。 
 ③さらに、ドイツにおける担保法制それ自
体がわが国における担保法制とどのように
異なるのかという観点からドイツ法の特徴
を整理検討する作業を行った。 
 ④上述した②および③の整理検討と平行
して、平成２７年度において実施する海外調
査の予備的準備作業として、ドイツ法におけ
る流動財産担保の効力に関する議論の現状
を確認するために,ドイツ法における関連文
献を民法のみならず,倒産法領域においても
入手して、その内容を整理検討した。 
 
(3) 平成２７年度においては、次の 2点に絞



って研究を実施した。 
 ①ドイツにおける海外調査を実施し、わが
国においては入手困難な文献資料の収集や
現地法学研究者との意見交換を通じて、わが
国においてＡＢＬに関わって用いられる流
動財産担保がドイツ法の下においてどのよ
うな用いられ方をしているのかに関して、と
りわけ債務者危機時やその後の経営立て直
しなどの局面に焦点を合わせて、情報収集に
努め、知見を深めることに努めた。 
 ②平成２６年度に引き続いて、集合動産譲
渡担保や集合債権譲渡担保などの流動財産
担保がドイツ法の下においてどのような効
力を有しているのかに関して、債務者の危機
時やその後の経営立て直しの局面などに焦
点を合わせて、ドイツ法における判例や文献
を素材とする整理検討を実施した。 
 
(4) 最終年度である平成２８年度において
も、選択と集中の観点から、次の 2点に絞っ
て研究を実施した。 
 ①平成２７年度に引き続き、ドイツにおけ
る海外調査を実施して、ドイツ法の下におけ
る債務者危機時やその後の経営立て直しの
局面などに焦点を合わせて、流動財産担保が
どのような効力を有するのかについて調査
検討を加えるとともに、ドイツ倒産法制の特
徴として判明した債務者財産の清算手続を
重視するという観点から、どのような権利内
容を担保権者が主張しうるのかをも調査し、
知見を深めることに努めた。 
 ②平成２６年度および平成２７年度に引
き続き、ＡＢＬにおいてもっぱら用いられる
集合動産譲渡担保や集合債権譲渡担保など
の流動財産担保の効力について、とりわけ債
務者の危機時点やその後の経営立て直し、さ
らに進んで債務者再生手続きの局面におい
て、具体的にどのように用いられており、ど
のような権利内容を担保権者が主張しうる
のかに焦点を合わせて、日本法とドイツ法の
双方に関して、判例および学説を素材とした
整理検討を実施した。 
 
４．研究成果 
(1) 本研究における研究成果としては、次の
ような点を挙げることができる。 
 すなわち、ドイツ法との比較研究、民法お
よび倒産法制の両領域における整理および
検討によって、流動財産担保の効力に関して
は、民法領域と倒産法制領域においてわが国
とは異なった議論がなされており、わが国に
おける流動財産担保の効力を検討する上に
おいて恰好の比較対象として位置づけるこ
とができる可能性があるものと評価できる。
すなわち、わが国における流動財産担保の効
力に関しては、近年における判例および学説
を整理検討することによって、いわゆる処分
型集合財産担保としての本質を有している
にもかかわらず、その議論においてはなお
「担保目的物の空洞化」をおそれ、担保権者

の主張しうる権利内容の最大化を図ろうと
する傾向を見出すことができ、また、この傾
向は債務者と債権者の関係にとどまらず、他
の債権者との関係においても民法の適用さ
れる局面にとどまらず、倒産法制の適用局面
においても同様であると評価できる。これに
対して、ドイツ法の下においては、たしかに
民法の適用される範囲では、わが国と同様に、
担保権者の主張しうる権利内容の最大化が
志向されているといえ、とりわけ先行する担
保権との調整に関する「時間的先後関係」を
決定基準とする優劣決定原則が貫徹してお
り、いわゆる「通常の経営の範囲論」や「処
分授権論」が担保権者の主張しうる権利内容
の内在的制約原理として機能していると評
価することができた。しかしながら、ドイツ
法においてはそもそも倒産法制において、現
在のわが国において債務者再生手続きに重
点が置かれているのとは異なり、債務者財産
の清算手続に重点が置かれている点や、そも
そも倒産法制において平時の担保権の効力
が、債務者の倒産手続においては、わが国と
は異なって、その権利内容が変容しているこ
とがその大きな特徴として捉えることがで
きる。これは、ドイツの担保実務においては
動産および債権担保手段が広く用いられて
おり、またそのことによって債務者財産を債
権者がまさに「包括的に」かつ「担保的に」
把握していることから、債務者の破たん時点
においては自由な財産が残存せず、いわゆる
「破産の破産」現象をまねいたことに遠因が
あるのではないかと推測できる。また、その
ような担保権の効力に関する倒産法制の下
での変容に関わって、ドイツ法においては倒
産管財人が当該担保権者のみならず、競合債
権者をも含めた関係当事者の利益の最大化
を図る役割を与えられている点も、わが国に
おける議論との対比において、特徴的である
と評価できる。 
 
(2) これらの点から、担保権者の主張しうる
権利内容について、単にそれを最大化するこ
とが貫徹されることが重視されるだけでは
十分ではなく、倒産法制において担保権の実
効的な確保のためにはどのような権利内容
を認められるべきであるのか、またそれを可
能にする法制度とはどのようなものである
べきかという点こそが検討されるべきであ
るということが示唆されているといえよう。 
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